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5. 司法制度改革審議会の設置
1) 司法制度改革審議会の設置とその構造
1990年代を通して，法稗内外で改革論議が進展した。法曹内部では，法務省
を中心に改革論議が進められ， 日弁連も徐々に改革に積極的になりはじめた。
また，外部では，政府レベルでの検討に加え，自民党が党内に調査会を設置し，
本格的に司法制度改革に乗り出した。そして，こうした法曹内外での流れが収
敏したものとして，自民党の提言により 1999年に設置されたのが司法制度改革
審議会（改革審）である213)0 
213) 自民党による「司法制度審議会」設置の提言が「司法制度改革審議会」という名
称で結実したのは，おそらく政治的判断によるものだった。もともと用意されてい
た設置法の原案では「司法制度審議会」とされていたが，法案提出の直前になって
「改革」の文字が付け加えられた。法務大臣官房司法法制部長を務めた寺田逸郎は，
当時は「まあ，アピールの仕方なんだろう」と感じたが，「いまは，事の本質を／
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改革審は13名の委員によって構成され，会長には佐藤幸治が，会長代理には
竹下守夫が選出された214)。竹下の会長就任が有力との報道もあったが215), 政
府としては佐藤を推しているとされ216), そうした意向も反映されたかもしれ
ない。前述のように，佐藤は行革会議の委員を務め，行政改革の理念から司法
制度改革の必要性を訴えてきた。また， ビアリングに呼ばれるなど，自民党の
「指針」作成とも無縁ではなく 217), 司法制度改革を推進する上で適任だった
と言える218)0 
日弁連内で司法制度改革を推進する立場にいた宮本康昭は，臨司に比しての
改革審の構造の特徴として，次の 5つの点を挙げている219)。第一に，改革審
では臨司と違い，国会議員が委員に選ばれることはなかった。第二に，委員か
ら現職法曹が排除され， OBのみが選ばれた。第三に，改革審事務局は，特定
の省庁によるコントロールを避けるため， 日弁連を含む関係各機関の職員から
構成された220)。第四に，改革審では，労働団体や消費者団体，文化人など，
＼見抜けなかった不明をただ恥じている」と打ち明けている（寺田2002: 4)。
214) その内訳は，法曹三者の OBが各 l名（中坊公平元日弁連会長，藤田耕三元広
島高裁長官，水原敏博元名古屋高検検事長），法律学者が 3名（井上正仁東京大学
教授，佐藤幸治京都大学教授，竹下守夫一橋大学名誉教授），大学関係者が 2名
（鳥居泰彦慶應義塾長，北村敬子中央大学商学部長），経済界から 2名（石井宏治石
井鐵工所社長，山本勝東京電力副会長），労働界から 1名（衛木剛連合副会長），消
費者団体から 1名（吉岡初子主婦連合会事務局長），そして作家（曽野綾子）で
あった。
215) 朝日新聞1999年6月11日夕刊参照。
216) 読売新聞1999年2月22日朝刊， 日本経済新聞1999年4月23日朝刊参照。
217) 自由民主党司法制度調査会「21世紀の司法の確かな指針」参照。
218) この点について，当時の内閣官房副長官てあった古川貞二郎の言葉が印象的であ
る。「私は竹下先生か佐藤先生が会長になられたら一番いいなと思っていたのです。
どちらが会長になられてもどちらかがサポートしてもらえればいいなと思っていた
ら，樋渡さんが非常に上手にやってくれて，佐藤さんが会長で竹下先生が会長代理
という立場になられて本当にこれはいい組合せだったなと思います」（古川2004:
8)。傍点は箪者。
219) 宮本 (2005: 74-75)参照。
220) 具体的には，最高裁と法務省， 日弁連からは 2名ずつ，そして大蔵省，文部省，
通産省，建設省からは各 l名ずつが事務局に加わった。
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「国民各層」から委員が選出された。人選の方法はあまり明らかになっていな
いが，宮本によると，中坊と吉岡は日弁連の推鷹によって選ばれた。そして第
五に，改革審の事務局長に，樋渡利秋最高検検事が内閣に出向の上で就任した
ことが挙げられる。
宮本によると，以上の特徴は，司法制度を政治的に操作したり，特定の組織
（とりわけ法曹三者）が自己利益を追求したりすることをなくそうとする試み
の現れであった。佐藤幸治の会長就任や委員構成などの面で，政治的影響力の
跡だと判断できる点はあるが221), 実際の審議においては，事務局の事前
チェックがあったにせよ，委員が自らペーパーをまとめて発表し，それをもと
に議論が積み重ねられ，意見書を構築していくという委員主導の面も見られた。
2) 改革アイディアの構成
改革審にとって，最初の仕事は論点整理の作成であった。論点整理では，単
にありうる論点を箇条書きで列挙するのではなく，「ナラティブ」によってそ
れらを「有機的」につなげることが確認されたため222), 改革審は当初から改
革理念の問題に直面した223)。個別論点に執着すると対立を醸成しかねないと
の懸念もあり，改革審は，各論部分を逐一検討するのではなく，緩やかな大き
な枠を設定し，それらの関連性を示しながら，論点を整理するというやり方を
221) たとえば，労働団体や消費者団体からは 1名しか選ばれていないにも関わらず，
経済界からは2名の代表者が参加していることは，その一例として挙げられる （宮
本2005)。他にも，保岡興治は国会審議の中で，法曹三者からはすべてすでに退職
した者を選び，また女性や若手も含めるべきだという提案を行っていた。「若手」
の定義は難しいものの，結果的に，法曹三者出身委員についてはすべて OBが選
ばれ，女性も 3名が選出された。 第145回国会衆議院法務委員会会談録第 6号
(1999年3月31B)参照。
222) 司法制度改革審議会第 4固会議議事録参照。なお，以下の記述は，特に注記しな
い限り，改革審の各回議事録を参照・引用している。
223) 佐藤は「ナラテイプ」の他に「ナレー ション」という言葉も使っているが，これ
らの意味するところは，個々の論点に 「物語」を付与することで諸論点にまとまり
を持たせる，あるいは諸論点を「有機的」につなげるということである。言い換え
れば．単に箇条書きの論点を文章でつなげるのではなく，その背景事情やあるべき
姿も含めて．「物語」を構築するという任務を，改革審は当初段階から背負ったと
言える。
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確認した224)0 
改革審では，まず第 6回会議において，各委員から論点案が提示された。そ
れらの案で取り上げられた論点にはあまり違いがなく，とりわけ司法へのアク
セスの改善，法曹の量的・質的拡充，国民の司法参加制度の検討，法曹制度の
見直しなどの点にはすべての委員が言及していた。それに基づき，第7回会議
では論点項目案が，そして第8回会議ではナラティブの付け加えられた論点整
理の会長試案が提示された。
会長試案は現下の問題として，「この国の法がこの国の血肉と化すには何を
すべきか」が問われているとした。さらに，行政改革や規制緩和の流れの中で，
司法には個人の自律的な生活を支える基盤としての意味が付与され，法曹は
「国民の社会生活上の医師」という観点から強化・拡充されなければならない
のだとした。こうしたナラティブ部分は，「文章というのは切り刻んでいくと
文章にならなくなってしまうから，できるだけ基本的には会長にお任せして
……総論の部分に関してはそれでいいんじゃないか」とされ，そのまま反映さ
れた。論点整理は第 9回会議で正式に決定された。
論点整理は，司法制度改革を，事前規制型社会から事後監視・救済型社会へ
の，そして統治客体意識から統治主体意識の醸成への転換を意図した一連の改
革の「最後のかなめ」と位箇づける。事後監視・救済型社会では，弱者が不当
に不利益を被らないように，公正で透明なルールに基づいて紛争が解決される
仕組みを作らなければならないが，そうした役割が期待されるものこそ司法
（法曹）である。自律的な個人が共生していく上で，法曹は「国民の社会生活
上の医師」として，その基本的人権が不当に侵害されないよう，尽力しなけれ
ばならない。
このように，司法の役割が「人間の自律的生の確保」225)に関わるものとな
るならば，質と量の両面において，法曹の現状は物足りないものとして映る。
それゆえ，論点整理は，「法曹人口の適正な増加を実現する方策を検討する」
224) 司法制度改革審議会第6回会議誡事録参照。
225) 佐藤 (1995: 18)。
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とともに， 21世紀の司法にふさわしい資質と能力を備えだ法曹を養成する上で，
大学法学教育，司法試験制度，司法修習制度，継続教育などを総合的・体系的
に検討しなおさなければならないと述べる。当然，そこには「法曹養成のため
のプロフェッショナルスクールの設置」も選択肢として視野に入る226)0 
佐藤を中心に執筆された論点整理は，「法の支配」の概念の下，理念レベル
で規制緩和論とプロフェッショナリズムとが整合的に組み合わさることを示す
ものだった。行革会議の最終報告を受け継ぎ，司法制度改革を一連の諸改革の
連続線上にあるものとして位置づける一方で，憲法原理や「法の支配」といっ
た点からも改革の必要性を導出することで，法曹にとってもそれを望ましいこ
ととして示したのと同時に，「事後監視・救済型社会」という将来像は法律
サービス需要の拡大を示唆するものであり，需給管理的な視点に立つプロ
フェッショナルたちが持つ懸念を和らげた。そして，このように規制緩和論と
プロフェッショナリズムの両方の立場から望ましく見えるように改革の視点や
ありうる改革案を示したことで，言い換えれば「『法の支配』実現を熱っぽく
説き，規制緩和論に立つ企業法務も，狭義の人権活動も包含して，弁護士がと
にかく社会生活のあらゆる場面で，そのプレゼンスを高め，法律業務を行って
いくことを好ましいこととして描き出した」227)ことで，「規制緩和」に対して
身構えがちな弁護士会にも受け入れられたのだと言えよう 。
3) 法曹人口問題―—対立の顕在化
論点整理の発表後，改革審は具体的な審議に入った。審議は論点整理に基づ
いて進められたが，法曹人口増員の問題について，議論が数字を伴う具体的な
段階に差しかかると，委員間での意見の相違が顕在化してきた。増員の問題に
は，年間の司法試験合格者数をどの程度にするか，そして総体としての法曹人
口をいつまでにどの程度にするかという 2つの論点があった。
改革審ではまず後者の論点が取り上げられた。中坊公平は，第13回会議で，
市民と司法を結ぶ接点に位置する弁護士制度こそが改革の「登山口」だとした
226) 司法制度改革審談会論点整理参照。
227) 棚瀬 (2001: 84)。
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上で，あるべき弁護士人口を算出する方法として 4つを挙げた。第ーは外国と
の比較である。中坊は，国により「法曹」の定義が異なるため単純には比較で
きないとしながらも，フランス並みにするならば65203名， ドイツ並みで
150767名，イギリス並みで196419名，アメリカ並みで438078名まで増員しなけ
ればならないと指摘する。
第二に，弁護士 1人あたり住民人口からの算出である。当時， 日本全体の平
均値で見れば弁護士 1人あたりの住民人口は7319人であったが，各県ともこの
数字に近づけるには全体として24291名の弁護士が必要となる。さらに，東京
や大阪の数値にまで近づけるとするならば，大阪並みで38355名，東京並みで
82564名になる。
第三に，アンケート調査からの推測である。ここでは，改革協や法律扶助研
究会の調査に基づいて，試算がなされた。それらによると，平均して 1年に成
人人口の約 2%が法律問題を抱えている。そこから約200万件が 1年間の法律
問題と推定され，弁護士 1人が年間で50件の新件を受けるとすると，ニーズに
対応するには4万人ほどの弁護士が必要になる。さらに，当番弁護士を完全実
施するのに必要な弁護士数を加味すれば，約 5万人まで弁護士人口を拡大する
ことが望まれる。
そして最後に，法曹一元を実施した場合の裁判官の供給母体としての弁護士
人口を検討する。そのとき，アメリカやイギリスの裁判官一弁護士比率から算
定すると，約 6万人という数字が浮かび上がってくる。以上の試算方法は，い
ずれも一長一短があると思われるが，それらを総合すると，やはり 5~6 万人
程度の，すなわち「フランス並み」の弁護士数が必要になるのではないか， と
中坊は結論づけた。
この中坊の提案は主に法曹外部出身の委員の賛同を得た。2000年8月の集中
審議では，石井，吉岡，北村が弁護士制度について報告を行ったが，そのすべ
てが法曹人口を 5~6 万人にすべきだと訴えていた。 しかし，裁判官出身の藤
田と検察官出身の水原は，法曹の質への配慮から，需要の予測と質の評価を行
いながら徐々に増員していき，その都度検証していくことが重要だと主張した。
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これはある程度，それぞれの出身母体の意見とも合致する228)0 
藤田や水原は，需給調整的な意味で「弁護士数はマーケットが決める」と論
じたが，これには批判が強かった。中坊は「マーケットを見つつなんて言って
いたら，いつまでたっても決まらない」とし，高木は「現在困っている状態を
直すのが優先」であって，質の問題は「努力しろ，の範囲」だとした。吉岡も
藤田らの「質」の見方に疑問を呈し，「専門知識，法律知識……法曹としての
優秀さというのはそれだけではないと考えます。もっと生活に密着したところ
で発想できる……そういうものを持っていることが重要」であり，「視点を変
えないといけない」と主張した229)0 
こうして，「フランス並み」の 5-6万人という数字は改革審のコンセンサ
スとなっていったが，法曹人口増員のもう 1つの問題は，司法試験合格者数の
設定であった。これについては， 3000名程度という意見と1500-2000名程度と
いう意見とがあった。後者は水原や藤田によるもので，そのロジックは上述の
228) 改革審の第8回会誠では法曹三者のヒアリングが行われ，そこで三者の意見が表
明された。日弁連は従来通り，個人の自立や自己責任に基づいた改革を行うならば
その自立の甚盤をまず整備しなければならないとして，その甚盤としての司法制度
を質的・ 量的に強化する必要性を訴えた。最高裁も，訴訟の遅延や高額さ，そして
社会内のニーズヘの対応の不i・分さを指摘しながらも，法曹の統一性と等質性を重
視する立場から，あまり抜本的な改革提言を打ち出せずにいた。市場には期待せず，
資格取得後の自然洵汰といった考え方は「国民の権利，財産に直接関わる法曹の職
責に照らしまして，賛成できない」。それゆえ，最高裁の考え方としては，「継続的，
漸進的な拡大を図るのが現実的，かつ妥当な方策」であった（より詳細な検討につ
いては，阿部2000, 萩屋2004を参照）。法務省は，自らが改革審の設置を求めたと
いう側面もあり （古川2004),最高裁ほど現状維持的ではない。「与えられた人員と
組織で，それなりの努力をやらしていただいておりますので，相当程度やれている
んじゃないだろうか」と考えるものの，他面で「国民の皆様方の立場から見たらど
うだろうという面が一つある」ことも認めている。また今後， 事後監視・救済型社
会への転換が進む中で，司法の基盤を整備していく必要性があると主張した。法曹
人口も「相当程度」増員しなければならないとするが，日本にはアメリカ的な
"shoot first, talk later"ではなく "talkfirst, shoot later"の文化があるとして，アメ
リカのように毎年数万人もの弁護士を生み出すことは望ましくないと述べた。要す
るに，現状の日本とアメリカ型の 「中間でどこへ落とすか」が重要になるのである。
229) 司法制度改革審談会集中審誠第 2日談事録参照。
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ものと同様である。また，井上は， 3000名という数字に必ずしも反対するわけ
ではないが，新しい法曹養成制度の整備状況の「段階」を十分に考慮しなけれ
ばならないとした。これはつまり，増員をするとしても，ある程度計画的に進
めていかなければならないということを意味する。
これに対して，佐藤らも認めるように，前者の意見にはさほどの論拠はな
かった230)。あったのは，法曹人口を大幅に増加させる必要があるという認識
だけだった。なによりも「法が社会の血肉と化し，そして国民みんなが統治客
体意識から主体意識に変わってくる。そのためには，まずもって法曹が『社会
生活上の医師』にならなければいけない」状況の中で，「そういうものを想定
しないで，相当数であるとか，急激に増加するとかいう 言葉だけでは，我々司
法制度改革審議会が国民に対峙したときに，本当にそれでいいのか」という意
識から，「当面の目標」であり「ミニマムの数字」にすぎないが，具体的な数
字を挙げることで，その決意を示そうとした231)0 
これら 2つの立場は容易には収敏しなかった。とにかく法曹人口大幅増員の
方針を確かなものにするために3000名という数字を盛り込むよう主張する中坊
や高木らに対して，藤田や水原は法曹の質の観点から強く反対した。ここで合
意形成の鍵となったのは，井上が主張する「段階」である。ロースクールを中
核とする新しい法曹養成制度を立ち上げようとしている中で，その整備がどの
程度のスピードでどのように進むのかは不確実であった。それゆえ， 3000名程
度を目標としながらも，そういった新しい法曹養成制度の状況を見定めながら，
速やかに増員をしていく， という形で取りまとめられた。これをいかに解釈す
るかは，上記2つの立場によって違っていたものと思われる232)。
230) 佐藤・竹下• 井上 (2002: 199-206)参照。
231) 司法制度改革審談会集中審談第 1日議事録参照。
232) すなわち，佐藤が理解していたように，そこには「一つひとつ積み重ねていくべ
きだというアプローチ」と 「最小限H標を立てて，そこにいかに到達するかという
ように考えようではないかというアプローチ」の違いがあり，それにより「段階」
を強調するか「3000名」や 「速やかに」といった側面を強調するかは異なっていた。
司法制度改革審議会集中審議第2日識事録参照。
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3000名という数字は，当時の合格者数が約1000名であったことを考えれ
ば（図 l参照），まさに「大幅増員」ということになるが，これは日弁連か
らも支持された233)。中間報告では，上記の取りまとめを反映して，「新た
な法曹養成制度の整備の状況等を見定めながら，計画的にできるだけ早期
に，年間3000人程度の新規法稗の確保を目指していく」という規定がなさ
れた234)0 
2000年11月の中間報告発表後，法曹人口の議論は後景に退き，法曹養成制度
など，他の考慮すべき問題が議論の対象となった。法曹人口問題が再び取り上
げられたのは，最終意見書提出を目前に控えた第50回会議である。第50回会議
では，中間報告に対する経済界や法曹界，大学界の意見をまとめた資料が配付
された。そこでは「3000人では不十分」や「法曹人口は市場が決めるぺき」と
いった指摘がなされていた。前述のように，改革審でも必ずしもこれが上限だ
と考えられていたわけではなかったが，中間報告ではそれを明記していなかっ
た。それゆえ，最終意見書では， 3000人はあくまで「計画的にできるだけ早期
に」達成すぺき目標であり，「上限を意味するものではない」ことが改めて強
調された235)。
また，第50回会議以降，最終意見書の策定に向けて，具体的な増員スケ
ジュールが検討された。ここで主に議論となったのが，いつまでに司法試験合
格者数を3000名にするかと，いつまでに法曹人口を 5万人にするかである。改
革審に示された意見書案では， 2010年までに3000名， 2018年までに 5万人とさ
れていた。水原や藤田，竹下らは，特に前者の規定について，「2010年から
2015年頃までの間には」や「平成22年以降できるだけ早い時期に」といったよ
うに，含みを持たせた表現にするべきだと主張したが，すでに「法曹養成制度
の整備状況等を見定めながら」という条件がついていたことに加え，「唯一の
233) 久保井一匡日弁連会長は，第28回会議において，「国民の声をくみ上げた結果お
出しになった数字として」， 3000名という数字を「真塾に受け止めなければならな
い……積極的に受け入れていかなければいかぬ」と積極受入の意思を表明した。
234) 司法制度改革審談会中間報告参照。
235) 司法制度改革審議会意見書参照。
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牽引車」として目標を設定し，社会的にメッセージを伝えることが必要だとさ
れ，原案通り受け入れられた236)。
4) 法曹養成制度一一審議の外部委託
司法試験合格者数を年間3000人程度にし，法曹人口を総体で 5ガ人程度にま
で増大させるとなると，問題は「いかに増やすか」ということになる。規制撤
廃論からすれば，「いかに増やすか」は問題ではない。法曹が増えれば，法務
サービス市場において競争が促進され，法曹の質も改善されると考えられるか
らである。しかし，質と量をトレードオフに捉える従来的な考え方からすれば，
事はそれほど単純ではない。大幅増員となると司法研修所のキャパシティを超
えてしまい，修習期間を短縮せざるをえなくなるが，すでに1990年代の改革で
それは 1年半に短縮されていた。こうした中で，予備校批判も相まって，ロー
スクール構想を中心として，法曹養成や法学教育のあり方を根本的に再考する
必要性が生まれたのである。
改革審において，ロースクール構想は早くから意識されていた。会長の佐藤
は，改革審以前からその必要性を訴えていた237)。第7回会議での青山善充の
報告，第14回会議での井上正仁の報告を経て，ロースクール構想は改革審の重
要議題となり，法茜人口問題について大まかな合意が得られると，その議論は
さらに前面へと押し出された。
もちろん，ロースクールの導入が当初から絶対視されていたわけではない。
改革審にはそれに懐疑的な委員もいた。しかし，単に法曹人口の大幅増員への
対応としてではなく，本来的に法曹が備えているぺきだが，司法試験の「一発
勝負」的性格や受験戦争化予備校依存などにより十分に身につけてこなかっ
たとされる資質や能力（問題の法的検討・解決などの法律実務家としての能力
や，公共奉仕の精神などのプロフェッションとしての特性）を，司法修習に至
るまでの「プロセス」の中で新たに養成するという「プロセスによる養成」の
中心に位置するものとして示されることによって，ロースクール制度は「一つ
236) 司法制度改革審談会第60回会誠議事録参照。
237) 佐藤 (1998)参照。
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の有力な方策」238)と見なされるようになった。
改革審内でのロースクール論議を構成したのは，柳田幸男や田中成明，そし
て各大学による既存のロースクール構想であった。第14回会議での井上の報告
はこれらの構想をまとめたものだった。上述のように，柳田の提言を除き，既
存の構想の多くは大学法学部を維持し，なんらかの形で法学部とロースクール
とをつなげるものであり，またそこには一定の意義があるものと解されていた
ため，法学部の廃止と教養学部の設置といったラデイカルな案はあまり検討さ
れなかった239)。
改革審は，この「法科大学院」の詳細を検討する上で，文部省の「法科大学
院（仮称）構想に関する検討会議」にその審議を委ねた240)。検討会議への外
部委託にあたり，改革審はいくつかの要望を出した。まず「プロセスによる養
成」を法曹養成制度改革全体の理念として設定し，その中で法科大学院は公平
性，開放性，多様性を根本理念とし，専門的資質・能力，法的分析能力や批判
的・創造的恩考力，法曹倫理などを養成していくものとして，その詳細を専門
的・技術的見地から検討するよう，依頼した241)0 
検討会議では，参加者の多くが現行制度を支える者だったこともあってか，
既存の制度に一定の意義を見出す傾向が見られた。しかし同時に，上述のよう
な基本理念が改革審から課されており，検討会議はこうした既存の制度の評価
238) 司法制度改革審談会第15回会誠談事録参照。
239) この点について，井上は，① 法曹志望者以外の学生にとっても法学教育は意味
がある， ② 専攻分野のない教養学部というもの自体が構想しがたいという 2つの
理由で，法学部廃止などには大学側からの支持が得られないと指摘する一方で， し
かし司法試験受験者の基礎的教養の不足を軽視することはできず，また新しい時代
の法曹もそうした甚礎的教養を身につけておかなければならないため，廃止はせず
とも現状のまま放置するのではなく，法学部教育を再検討していく必要がある，と
述ぺた。司法制度改革審議会第14回会議議事録参照。
240) 検討会議は，法律学者5名（井田良，伊藤巽，加藤哲夫，小島武司，田中成明），
文部省および法曹三者の代表者が各 1名（遠藤純一郎，金築誠志，川端和治， 房村
精）ー，そして改革審委員4名 （井上正仁，鳥居泰彦, ILi本勝，吉岡初子）により
構成された。座長には小島武司が就任した。
241) 司法制度改革審議会第18回会議談事録および配布資料参照。
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と新しい制度の理念との間で，それらをいかに調和させるかに腐心したものと
思われる。たとえば，委員らは， 一方で法学部教育や司法修習（特に実務修
習）の有効性を認めながら，それらを新しい理念の下での法科大学院制度へと
接続しようとした242)。
検討会議の「法科大学院（仮称）構想に関する検討のまとめ」は， 2000年10
月6日の改革審第33回会議で提出された。検討会議は，設置期間が4ヶ月と短
いながら， 12回の審議を重ね，網羅的な報告書を作成した。ただし，個々の論
点については，具体的な制度像を提示するというよりも，制度設計の方針を示
すという程度にとどまるものだった。
「検討のまとめ」は，「法曹養成に特化した実践的な教育を行う大学制度上
の大学院」243) として，法科大学院を構想する。公平性，開放性，平等性の原
則に基づいて，検討会議は修業年限の 3年制と 2年制の併存制，アメリカの
LSATを参考にした適性試験の実施他学部出身者や社会人を一定割合以上
入学させるなどの措置の実施，教員組織や教員資格の柔軟な運用，多様な設置
形態と適正配置の政策的実現などを提言した。また，法科大学院の多様性を尊
重するという意図で設置基準を「必要最低限」に限るとしながらも，法科大学
院が新しい法曹養成制度の中核をなすことからその「必要最低限」を厳格に設
定することとし，また継続的な教育水準の確保のためにアメリカのアクレデイ
テーションをモデルとした第三者評価制度の整備を求めた。司法試験との関係
については，本来は第三者評価機関により認定された法科大学院の修了を受験
資格とすることが望ましいが，制度の開放性や公平性の観点から，「例外措置」
242) 「日本においては，米国と異なり，法学部が一定の法学の素養を身に付けた人材
を様々な分野に輩出するという役割を果たしており，その中に法曹を目指す意欲と
能力を備えた人材が多数存在しているのは事実であり，それを踏まえた制度設計を
行うことが自然なのではないか。他方，現在司法試験の合格者の約 1割を占める他
学部出身者をより多く迎える必要があり，そのために門戸を開くような工夫が必要
なのではないか」といった発言は，こうした意識をよく表している。法科大学院
（仮称）構想に関する検討会議第 3回会議議事要旨参照。
243) 法科大学院 （仮称）構想に関する検討会議 「法科大学院 （仮称）構想に関する検
討のまとめ―法科大学院（仮称）の制度設計に関する基本的事項」， pp.1-2。
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を別途設けるという選択肢も検討に値するものとして示した。司法修習との関
係については，法科大学院では法理論教育だけでなく実務教育の導入部分をも
実施するというのが大方の意見だったとしている。
改革審に提出された「検討のまとめ」は，その後の改革審での法曹養成制度，
司法試験制度，司法修習制度に関する論議の出発点となった。この報告書には
委員間で疑問のある点もあったが，概ね受け入れられたと言えよう 。もちろん，
法科大学院教育と司法修習の関係や第三者評価と受験資格の関係など，議論が
なかったわけではないが，標準修業年限，入学者選抜，教育内容・方法，教員
組織設置認可および第三者評価などは概ね改革審意見書に反映された。
その中でも，改革審で議論となったのは，司法試験合格率と法科大学院設置
数の兼ね合い，そして「例外措置」のあり方であった。まず，「プロセスによ
る養成」理念からすると，法科大学院では過度に試験を意識するのではなく幅
広い学習を積むことが求められるため，司法試験合格率を高めに設定する必要
があった。 これが，改革審で「 7~8 割」という合格率目標が根強く支持され
た要因である。しかし，この考え方を突き詰めていけば，国が法科大学院の設
置数を操作することにつながってしまい，それは規制緩和論の観点から適当で
ない。 そこで ， 発想を転換し，「 7~8 割」を合格率目標にするのではなく，
法科大学院側に課す教育目標として，提示することとなった244)0 
「例外措置」は，おそらく改革審後半の最も加熱した論点の 1つであった。
「例外措置」の具体的なあり方は検討会議の「検討のまとめ」では示されな
かったが，改革審で「例えば幅広い法分野について基礎的な知識・理解を問う
ような予備的な試験」というように例示された。しかしこれには，「プロセス
による養成」と言いながら再び「点」を設けることは「論理矛盾」で，「大変
な間違いを犯すもの」であり，「根本的な思想が間違って」いるという，強い
批判がなされた。とはいえ，現行制度が受験資格を限定しない平等なものであ
り，藤田や水原のようにそうした平等性を強く支持する者もいたことから，
「例外措置」を設けること自体に反対することは難しかった。意見書では，
244) 司法制度改革審議会集中審議第 1日，第36回，第57回会議議事録参照。
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「プロセスによる養成が本流」という見解を強調しながらも，「例外措置」が
認められることとなった245)。
5) 司法制度改革審議会の評価
改革審は2001年6月に最終意見書を発表し，その役目を終えた。意見書は，
今次司法制度改革を，政治改革や行政改革，規制緩和など「『この国のかたち』
の再構築に関わる一連の諸改革の『最後のかなめ』」として位置づけ，また
「これら諸々の改革を憲法のよって立つ基本理念の一つである『法の支配』の
下に有機的に結び合わせようとするもの」と定義した。この定義の下，意見書
は司法の制度的基盤の整備，人的基盤の拡充，国民的基盤の確立という 3つの
柱から構成されている。そして，ここで見てきだ法曹人口問題や法曹養成制度
は第 3章「司法制度を支える法曹の在り方」において論じられている。
「制度を活かすもの，それは疑いもなく人である」というフレーズではじま
る第 3章は，プロフェッションとしての法曹の質と量の拡充を扱う 。2010年ご
ろまでに司法試験合格者数を年間3000人程度にまで増員し， 2018年ごろまでに
法曹人口を 5万人規模にまで拡大させるという大幅増員や，「プロセスとして
の養成」の中核部分をなす法科大学院制度は，「法の支配」を血肉化させる司
法の担い手を強化するものとして示された246)。以上で見てきたように，これ
らには妥協の産物と言える側面もある。しかし，初期の段階で定式化された今
次改革の基本理念は，改革審での議論に一定の枠を設定し，そこから逸脱する
ことを認めなかった。その意味で，改革審で形成されたアイディアは，その審
議において重要な役割を演じた。
改革審意見書は，以下で論じる制度化の段階においても拘束力を有した。意
見書の構想を立法化する場として設置された司法制度改革推進本部が，法曹人
口増員や法科大学院制度といったようなプログラム自体を否定することはでき
なかった247)。しかし，意見書は制度設計の詳細というよりも方針を示しただ
245) 司法制度改革審議会第57回会議議事録参照。
246) 司法制度改革審談会意見書参照。
247) ダニエル・フ ットによると，「司法制度改革推進本部の下に設置された法曹養／
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けで，細部の設計は制度化段階の課題として残されていた。推進本部を中心と
した制度化過程は， 一方で中央教育審議会，他方で自民党司法制度調査会から
の影響を受けながら，進行していくことになる。
6. 改革アイディアの制度化
1) 司法制度改革推進体制の構築
改革審意見書は，改革審解散後について，「内閣に強力な推進体制を整備し，
一体的かつ集中的にこれに取り組」むことを求めていた248)。これを受けて，
2001年7月，樋渡利秋改革審事務局長を室長とする司法制度改革推進準備室が
立ち上げられ，司法制度改革推進法案の作成にあたった。
推進法案は，「国民がより容易に利用できるとともに，公正かつ適正な手続
の下，より迅速，適切かつ実効的にその使命を果たすことができる司法制度を
構築」（第 2条）することを基本理念とし，その下での国や日弁連の責務を規
定している。また，政府に対して「司法制度改革推進計画」の策定を要求し，
① 司法制度改革推進の総合調整，② 推進計画の作成・推進，③ 法律案およ
び政令案の立案，④ 関係機関・団体との連絡調整の 4つを任務とする司法制
度改革推進本部を設置することとした。
推進法案は国会で原案通り可決となった。しかし，問題がなかったわけでは
ない。第一に，推進法案の「基本理念」は，統治主体意識の醸成，国民主権，
法の支配あるいは人権擁護といった，それまでの議論を構成してきた数々の
理念を削ぎ落としていた249)。また，法案作成にあたって参考にしたと思われ
る中央省庁等改革推進本部の設置法（中央省庁等改革基本法）を踏まえ，推進
＼成検討会は．原則として司法制度改革推進計画に拘束されていた。推進本部もまた，
『司法制度改革審議会の意見の趣旨にのっとって』改革を『推進することを目的j
としていた以上（司法制度改革推進法 l条），同本部およびその下に設置されてい
た検討会にしても事実上改革審の意見書に相当程度拘束されていた」（フット
2009 : 38)。
248) 司法制度改革審議会意見書参照。
249) 柳瀬 (2007: 229-230)参照。
- 76 - (342) 
司法制度改革とアイディアの政治 (2• 完）
本部の下に置かれる顧問会議や検討会については規定を設けず，政令によって
対応するとされた。
国会審議では，森山慎弓法務大臣は，「大所高所から御意見をいただくとい
うことと，司法制度改革審議会の意見に沿った改革であるかどうかについての
御意見を伺う」ために顧問会議を設置するとし，また樋渡は検討会に「学者あ
るいは実務家，一般の有識者等に参加をしていただきまして，事務局と一体と
なって議論をしながら立案作業全体を進めていきたい」と述べた。他方で，
「一体」と言いながらも，各法律の「原案は事務局でつくるはず」とした250)。
これは委員ペーパーに基づき審議を進めた改革審と異なる点である。
推進本部下の立法作業を理解する上で，この事務局と検討会の関係を把握
しておくことは重要である。宮本康昭の言うように，「事務局の構成と検討
会の性格づけは，司法制度改革の立法作業の主導権をだれが握るかというこ
とに係わっていた」251)。上記の樋渡の答弁にもあるように，推進本部では，
実際に法案を作成するのは事務局であり，検討会の仕事はその予備的な審議
を行うという程度だった。とはいえ，多くの場合，検討会での審議は事務局
の作成する法案に反映されたが，その審議の土台を作ったのも事務局や法務
省であった。
宮本によると，事務局内の高次のポストはほぼすぺて各省庁と最高裁に割り
当てられた。事務局長は法務省の山崎潮が務め，事務局次長には法務省と財務
省の出身者が任命された。後になって日弁連出身者も事務局次長に就任したが，
民間の人材の導入は進まなかった。また，参事官が担当する分野も， 日弁連出
身の参事官は弁護士制度しか担当することができず，その他はすべて他省庁お
よび最高裁の出身者によって担われた252)。宮本に言わせれば，「事務局の構成
250) 第153回国会衆議院法務委員会会議録第4号 (2001年10月25日）参照。
251) 宮本 (2007: 48)。
252) たとえば，新しい法曹養成制度のあり方について審談した法曹養成検討会を担当
したのは法務省の片岡弘参事官であった。弁護士出身の古口章事務局次長もしばし
ば参加していたものの，より頻繁に出席していたのは大野恒太郎（法務省），松川
忠晴（財務省）両事務局次長．そして山崎潮事務局長であった。
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は，官僚組織の手に掌握された」253)。
2) 制度化過程の構造的特徴
しかし，特に本稿で取り上げる法曹養成制度の領域においては，推進本部で
の審議や法案作成作業を見るだけでは今次改革の帰結を理解することはできな
い。法科大学院や第三者評価など，改革審意見書の提言には高等教育政策とも
関わりを持つものがあり，それらは中央教育審議会（中教審）の大学分科会に
設けられた法科大学院部会や将来構想部会でも扱われたからである。基本的に，
中教審の法科大学院部会254)では法科大学院の設置基準や学位関係が，将来構
想部会255)では第三者評価制度一般に関することが，そして推進本部の下に設
置された法曹養成検討会256)では法科大学院の第三者評価や新司法試験，新司
法修習のあり方が検討された。
前項で述べたように，推進本部において法案作成の主体となったのは，法務
省や最高裁の出身者を中心に構成された事務局である。推進本部事務局は，法
務省との密接な連携の中で法案作成にあたったとされ，法務省の相対的な影響
力も増大したと考えられる257)。一方，検討会の役割はその予備的な審議を行
253) 宮本 (2007: 49)。
254) 中教審大学分科会法科大学院部会は， 3名の委員 （奥島孝康，佐藤幸治，尚木剛），
大学関係者の石弘光と法律学者の濱田道代の 2名の臨時委員，そして磯村保や井上正
仁，小島武司，ダニエル・フ ットら法律学者，川端和治ら法曹関係者，大学研究者
の舘昭，ジャーナリストの藤川忠宏， トヨタ 自動車の法務部長である牧野純二を含
む1名の専門委員により構成された。佐藤が部会長，奥島が副部会長を務めた。
255) 中教審大学分科会将来構想部会は， 6名の委員（石倉洋子， 奥島孝康，高倉翔，
中嶋嶺雄，茂木友三郎，吉川弘之）， 9名の臨時委員（天野郁夫，石弘光，猪口邦
子，荻上紘 ,'黒田壽二，島田樺子，関根秀和，西室泰三，山崎正和）， 6名の専
門委員 （青山善充，大南正瑛，越原一郎，鈴木忠，中津井泉，松本浩之）により構
成された。吉川が部会長，高倉が副部会長を務めた。
256) 法曹養成検討会は，法律学者5名（井上正仁，田中成明，ダニエル・フ ット，永
井和之，牧野和夫），法曹三者が各 l名 （加藤新太郎，川野辺充子，川端和治），住
友化学工業専務取締役で弁護士の諸石光熙， 労働研究者の今田幸子，そして工学者
であり大学評価・ 学位授与機構の機構長だった木村孟により構成された。 座長は田
中が務めた。
257) 濱崎ほか (2009: 23)参照。
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うという程度であった。事務局は検討会の議論を踏まえて立法化を進めていっ
たが，その検討会での審議の基礎を作ったのも事務局であった。以下で見るよ
うに，検討会では事務局や法務省の提案をベースに議論がなされた。
推進本部と同時並行的に法曹養成制度の設計を検討してきたのが中教審であ
る。法科大学院という新しい制度を立ち上げるにあたり，それを高等教育の制
度の中にも位置づける必要があった。前述のように，中教審では法科大学院部
会や将来構想部会を中心に審議がなされた。法科大学院部会では，改革審意見
書の趣旨に沿って，多様な法科大学院の設置を可能にするために，設置基準の
緩和，準則主義化が志向された。それは，市川昭午が「司法制度改革審議会の
コピーではないか」258)と言うほどであった。他方，将来構想部会では，事前
規制型社会から事後監視・救済型社会へという流れの中で，「事後監視」の手
段となる第三者評価の制度設計が議論された。
推進本部は法案作成の場であるとともに，関係機関との利害調整の段階でも
あった。中でも，自民党の司法制度調査会（司法制度特別調査会から改組）は，
規制緩和論と文部科学省不信を背景に，推進本部における規制強化の動きを批
判し，「法科大学院と予備試験を競争させる」とまで主張した。こうした考え
方は制度内容にも反映されることになる。
このように，推進本部を中心とした制度化のプロセスは，推進本部事務局や
検討会，中教審の各部会，そして自民党司法制度調査会がそれぞれ関係し合い，
1つのシステムを構築していくものとして，理解することができる。そして，
その 1つの帰結として，「プロセスによる養成」を中心とする改革審の構想が
形を変えて制度化されることとなった。以下では，司法試験合格者数・合格率
と法科大学院の設置基準第三者評価制度，そして予備試験制度という 3つの
ケースに焦点を当て，こうしたダイナミクスを示す。
3) 合格者数，合格率，設置基準
改革審が提示した新しい法曹養成制度の中心的理念は「プロセスによる養
成」である。そこでは，従来型の「点による選抜」とは違い，法科大学院で
258) 第155回国会参談院文教科学委員会会議録第5号 (2002年11月21日）参照。
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の充実した教育を前提として，試験を過度に意識することなく，法科大学院
から司法修習に至るまでの「プロセス」の中で，試験科目にとらわれない幅
広い知識・技能を習得することが目指される。こうしたシステムを制度的に
構築する上では，法科大学院の設置数や定員，そして司法試験の合格者数や
合格率の間の相互調整が重要になる。なぜなら，これらの設計方法によって
は，司法試験が競争試験と化し，「プロセスによる養成」が実現されないた
めである。
改革審意見書は，司法試験合格者数について， 2010年ごろまでに3000名程度
に増加させることとしていた。これは，「法曹養成制度の整備状況等を見定め
ながら」ではあるものの，「計画的にできるだけ早期に」増員を進めるべきで
あって，最終的な合格者数は「社会の要請に基づいて市場原理によって決定す
るものであり」， 3000名という数字は「上限を意味するものではない」とされ
た259)。前節で指摘したように，こうした規定は，具体的な数字を示すことで
大幅増員を確かなものにしようとする立場と，法科大学院や司法修習といった
「段階」を強調する立場との間の妥協として，理解することができる。
司法試験合格者数のあり方は厳密には推進本部で扱われるイシューではな
かったが，推進本部下での決定も影響を及ぼした。2002年3月に閣議決定され
た司法制度推進計画では，単に「平成22年ころには司法試験の合格者数を年間
3000人程度とすることを目指す」260) とされただけで，改革審意見書にあった
「できるだけ早期に」や「市場原理によって決定」，「上限を意味するものでは
ない」といった規定は存在しなかった261)。そして，今次改革以降，閣議決定
によって正当化された推進計画に従って， 司法試験合格者数が決められ，その
259) 司法制度改革審議会意見書参照。
260) 司法制度改革推進計画参照。
261) 推進計画を作成した推進本部事務局は， 意見書の趣旨を尊重していると述べては
いるが （司法制度改革推進本部顧問会議第2回会議議事録参照），他方で山崎事務
局長は 「需給調整のために使ってはならない……ただ，急激に増加させることにつ
いては，法曹養成の観点から対応できるかという懸念があり，段階的に増やしてい
くこととしている」と 「段階」を強調している。平成14年度総合規制改革会議第 4
回本会議議事概要参照。
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枠が維持されてきた262)。
また，上述のように，改革審意見書は，司法試験合格率について，「相当程
度（例えば7-8割）」を，制度運営者側ではなく法科大学院側に課す教育目
標として，提示している。合格率を高く設定することは，法科大学院での教育
と司法試験とを結びつけ，「プロセスによる養成」を具現化する 1つの方法で
はある。しかし，設置基準の規制緩和が進み，法科大学院の設置数や定員を人
為的に操作することは適当でないとされる中で，それを実現するのは困難で
あった。それゆえ，意見書は，「7-8割」を教育目標にしたのである。
とはいえ，改革審は「点による選抜」への回婦を許容していたわけではない。
この点において，改革審は楽観的であった。意見書は，多様な法科大学院の参
入を認めるために設置基準を緩和し準則主義化させるとしながらも，「ただし，
その基準は，法曹養成の中核的機関としての使命にふさわしいものでなければ
ならない」としていた263)。これをどういうものにするかは具体的には議論さ
れなかったが，既存の専門大学院基準に基づいて考えれば，設置される法科大
学院の数は，人為的に統制するまでもなく，教員の利用可能性から自ずと制限
されるはずだった。中教審会長も務めた鳥居泰彦は，最大でも30程度に収まる
だろうと考えていた264)。また，法務省も国立と私立でそれぞれ10校程度をイ
メージしていた265)0 
しかし，設置基準を審議する中教審の法科大学院部会では，専門大学院より
も緩やかな基準が作られた。改革審会長だった佐藤幸治部会長の下，法科大学
262) 司法試験委員会第17回，第37回会議配布資料参照。
263) 司法制度改革審議会意見書参照。
264) 鳥居は，「そのコントロールがどこできいてくるかということなんですが，教員
の数はそんなにいないという問題があるんです。今， 90校の法学部教員全部が有資
格者かというと，多分そうではないんです。……私の想像ですけれども，学校はそ
んなに一遍に50などは絶対にできない。いいところ30じゃないか」と述べている。
司法制度改革審誠会第34回会議議事録参照。
265) 法務大臣官房司法法制部長を務めた房村精 ーによると，「あのころは別に幾つ法
科大学院をつくるというようなこと を明示的に議論したことはないけれども概ね
話をしている人たちの間では，まあ国立で10校，私立で10校，合わせて20校ぐらい
かなという，その程度のイメージでいたんですよ」（濱崎ほか 2009: 39)。
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院部会でば法科大学院の自主性や独自性，多様性を尊重する立場が大勢であっ
た。また，法科大学院は法曹養成の「プロセス」の 1つにすぎないことから，
実務家教員に関する基準は厳格にしすぎる必要はないとも考えられた。法科大
学院部会の審議の土台となった「法科大学院の教育内容・方法等に関する研究
会」の案も同様の考え方に立ち，教員組織に関しては，最低教員数12名（専門
大学院は10名），専任教員一学生比率 1対15(同 1対10)'実務家教員 2割以上
（同 3割以上）という具体案を示している。また，新しい制度への移行をス
ムーズに行うために，当面の間， 3分の 1の教員については既存の学部や研究
科との兼担を認め，実務家教員のうち相当数は年間 6単位以上を受け持つ非常
勤や客員の実務家教員を「みなし専任」としてカウントできることとする措置
なども提案している266)0 
法科大学院部会の第 7回会議では，法科大学院の設置基準に関する骨子案が
事務局によって提示された267)。骨子案では上記研究会案を受け継ぎ，教員組
織についての基準が示されたほか，教員資格の審査にあたっては研究指導教員
(「O合」）と研究指導補助教員（「合」）の区別を設けないなど規定されている。
こうした案に対しては，「議論が若干イージーすぎる印象がする」268)という意
見もあったが，法科大学院の多様性や開放性を重視する法科大学院部会では，
概ね骨子案が受け入れられた。これが2002年4月の中間報告， 8月の答申に反
映され，専門職大学院設置基準などの中で制度化された。
このように，中教審の法科大学院部会では設置基準の緩和が志向された。文
部科学省が設置数を制限する素振りを見せたということはしばしば指摘される
が269), 設置基準の緩和は，当時の高等教育政策過程においてプレゼンスを高
266) 中央教育審議会大学分科会法科大学院部会第 5回会談配付資料参照。
267) 中央教育審議会大学分科会法科大学院部会第7回会議配付資料参照。
268) 他にも「法科大学院を設立する最初の段階こそ．教育方法，内容の新しいものを
作り上げるために，本来最も手間がかかるはずだが，兼担を当分の間認めることに
よりそれがむしろ逆になっているのかとすら思う」といった意見が示された。中央
教育審議会大学分科会法科大学院部会第7回会議議事要旨参照。
269) 読売新聞2001年8月17日朝刊，朝日新聞2002年6月27日夕刊， 日本経済新聞2002
年7月17[:I朝刊参照。
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めていた総合規制改革会議の提案であったこともあり 270), 司法制度改革だけ
でなく大学改革においても既定路線となっており，その方針は覆らなかった。
こうした法科大学院部会の方針自体は，「関係者の自発的創意を基本としつ
つ，基準を満たしたものを認可することとし，広く参入を認める仕組みとすぺ
き」271)とする改革審意見書の構想と合致するものだった。しかし，それが司
法試験合格者数の枠の維持や合格率「7-8割」の教育目標化と組み合わさる
ことで，全体として，「プロセスによる養成」を担保しないシステムが出来上
がった。 2010年以降の司法試験運営の方針や法科大学院が定着した後のあり方
はまだ決められていないため，不明確な点もあるが，少なくとも移行期間にお
いてこのような「入口」を開き「出口」を閉めるシステムを構築したことは，
制度発足以降，様々な疑問を呼ぶこととなった272)0 
4) 第三者評価制度
「プロセスによる養成」とは，法科大学院から司法修習に至るまでの「プロ
セス」の中で法曹を養成するという考え方である。そこでは，法科大学院にお
いて十分な教育がなされ，厳格な成績評価や修了認定が実施されることを前提
として，司法試験はその教育内容を確認するという程度のものにすることとさ
れる。そして，それを制度的に担保するものが第三者評価である。
改革審意見書は，第三者評価を，法科大学院の公平性，開放性，多様性，お
よび法科大学院の教育水準や成績評価・修了認定の厳格性を確保するためのも
のとして位置づける。そして，継続的に実施されるそのような第三者評価によ
り「適格認定を受けた法科大学院の修了者には，新司法試験の受験資格が認め
られることとすべきである」273)とした。この線に沿って，制度化過程では，
270) この時期の高等教育政策に対する総合規制改革会議の影響力については，荒井
(2008)参照。
271) 司法制度改革審議会意見書参照。
272) たとえば，田中成明は，「問題をはらんだ制度的特徴」の 1つとして，「法科大学
院の入口と出口の相互調整を行う制度的措置が講じられていない」とし，実際に
「予想をはるかに超えた数の法科大学院が開設され，危惧が現実化することとなっ
た」（田中成明 2007: 19) とこの点の問題を指摘している。
273) 司法制度改革審議会意見書参照。
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第三者評価の義務化や適格認定と受験資格の連結が模索された。
法曹養成検討会の第 5回会議において， 2つの提案がなされた。1つは文部
科学省によるもので，それは「社会に対して一定の質の保証を特に積極的に
図っていかなければならない」ことから， 2つの義務づけを求めるものであっ
た。つまり，第三者評価機関が国の認証を受ける義務と，そうした認証評価機
関による評価を各大学が受ける義務である274)0 
この評価の義務化は，総合規制改革会議の提言を踏まえながら275), 中教審
大学分科会の将来構想部会を中心に検討がなされた。将来構想部会では，法科
大学院のような専門分野別の評価だけでなく，機関別評価を含めた評価制度全
体が審議対象であった。そこでは，設置認可の準則主義化が進む中で教育水準
の維持・向上における第三者評価の役割に期待が集まったが，同時にボランタ
リーな行為であるはずの第三者評価を義務づけることには疑問もあった。しか
し，第三者評価一般の義務化に反対する者も，「法科大学院等の専門分野別に
ついては，義務付けが必要だろう」276)としていた。法曹養成検討会に示され
た文部科学省の資料でも，「いわゆる専門分野別第三者評価については，高度
専門職業人養成の大学院など一定の場合に限り第三者評価機関による評価を義
務付ける」277)と同様の見解が示されている。この背景には， 日本では第三者
評価が根づいていないことに加え，法科大学院の第三者評価が国家資格と関わ
るものであることからの考慮もあった。
将来構想部会ではその後も審議が続けられ， 2002年4月には中間報告が，そ
して同年 8月には答申「大学の質の保証に係る新たなシステムの構築につい
て」が作成された。ここでも，たとえば中間報告では「特に，法科大学院など
その修了が国家試験の受験資格等とつながる大学院に関しては，認証評価機関
による評価を受けることとすることが必要である」とされていたのが，答申で
274) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第 5回会議議事録参照。
275) 総合規制改革会議は， 2001年の「規制改革の推進に関する第 1次答巾」の中で，
大学への認証評価の義務づけを打ち出している。
276) 中央教育審議会大学分科会将来構想部会第5回会識議事要旨参照。
277) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第 5回会議配付資料参照。
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は「認証評価機関による評価の義務付けは，当面，第三者評価の導入に対する
必要性が特に強い法科大学院等の専門職大学院から開始することとする」とい
うように，文言の変更はあったものの，基本的な考え方は変わっていない。こ
うして， 2002年11月の学校教育法改正を経て，法科大学院に対する第三者評価
の義務づけが制度化された。
法曹養成検討会第5回会議でなされたもう 1つの提案は，法務省によるもの
である。法務省は，法科大学院の第三者評価が司法試験受験資格と関わるもの
であることから，受験資格の判断の基礎となるミニマム・スタンダードを判定
する評価機関を全国で 1つに制限するように求めた。評価機関が複数あって
各々の評価が異なる場合，受験資格付与の判断に困難が生じる，というのがそ
の主張であった。
これには検討会内で意見が分かれた。評価機関の認証基準でミニマム・スタ
ンダードを定めるため，それさえ満たしていれば複数の機関の設置も許容する
ペきだという意見もあった。多様な法科大学院の設置を望む者からすれば，評
価基準は多様なものであるべきであり，それは複数の評価機関が設置されるこ
とによって可能になる。しかし，全体としては，複数の機関ができると評価が
（「多様」というよりも）ばらばらになる，評価機関がまったく設置されないこ
とも想定される，複数の評価機関の間で競争が行われると評価基準の甘い機関
だけが生き残ることになる，などの理由から，法務省の提案を支持する者が多
かった。従って，検討会では「全国で 1つの方が望ましい」と取りまとめられ
た278)
第三者評価と受験資格との関係については， 3つの案が用意されていた279)0 
第一案は，司法試験の受験資格付与との関係において，第三者評価機関を 1つ
に限定し，その評価機関による適格認定と司法試験受験資格を直結させるもの
であった。第二案では，複数の評価機関の存在を認めるが，それとは別に主務
大臣が独自に受験資格付与基準を定め，評価結果も踏まえながら，資格付与の
278) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第6回会議議事録参照。
279) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第9回会議配付資料参照。
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判断を下す。そして，第三案は，複数の評価機関の存在を認める点で第二案と
共通するが，主務大臣が付与基準に基づいて逐一検査を行うのではなく，不適
格認定を契機として調査を開始し，その結果，法令違反（すなわち設置基準違
反）の状態にあると認められた法科大学院に対して，改善勧告から設置認可取
消に至るまでの各種措置を段階的にとり，設置認可が取り消されるまでは当該
法科大学院の修了者に受験資格を認める，というものだった。
それまで法務省が提案し，法曹養成検討会で支持されたのは第一案である。
しかし，この案では規制が強すぎるとして，自民党司法制度調査会により退け
られた280)。調査会では，規制緩和論と文部科学省不信を背景に，評価機関間
の競争を制限する，また政府が直接的に受験資格を判断するようなスキームは
受け入れられなかったのである。これら 3つの案は法曹養成検討会でも提示さ
れたが，そのときには自民党内ですでに第三案に支持が集まっているという情
報が伝わっており，事務局もそのようなものとして示した281)。検討会委員か
らは，緩和された設置基準に従って判断されるとなると，厳格な評価により法
科大学院を淘汰するという仕組み自体が有効に機能しないのではないかといっ
た疑問も出たが，第三者評価や評価機関の認証，法令違反に対する国の措置が
適切に機能すれば問題はないとされ，事務局に引き取られた後， 2002年7月に
は与党合意がなされ282), 学校教育法や「連携法」（法科大学院の教育と司法試
験等との連携等に関する法律）の中で制度化された。
このように，第三者評価のあり方をめぐっては，中教審将来構想部会を中心
280) 日本経済新聞2002年6月28日朝刊，読売新聞2002年8月25日朝刊参照。
281) これらの案が示されたのは法曹養成検討会の第9回会議 (2002年6月28日）だっ
たが，その前日に開催された自民党司法制度調査会の法曹養成小委員会において，
「過剰規制だ」，「教育内容に国が関与すべきでない」といった類の意見が相次いで
いた。朝日新聞2002年6月28日朝刊， 日本経済新聞2002年6月28日朝刊，読売新聞
2002年6月28日朝刊参照。検討会では，事務局は第三案を「国の規制緩和等の流れ
にも沿った案」として紹介し，さらに 「昨日の自由民主党司法制度調査会の小委員
会では，第三案がいいのではないかという意見が最も多かったと承知している」と
付け加えた。司法制度改革推進本部法曹養成検討会第 9回会議議事録参照。
282) 与党三党合意の詳細な内容については，宮澤 (2002b)参照。
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に第三者評価の義務化が決定されたものの，適格認定と受験資格を直結させ，
評価機関を 1つに制限するという法務省や検討会の意向は自民党によって否定
され，相対的に国の関与が抑制的な案で妥結された。結果として，改革審意見
書の構想とは異なり，評価機関による適格認定と司法試験受験資格の付与が切
り離され，法令違反状態に陥らない限り，すべての法科大学院の修了者に受験
資格が与えられることとなった283)0 
5) 予備試験
第三者評価機関のあり方をめぐっては，規制緩和論と文部科学省不信を抱く
自民党司法制度調査会が，司法試験受験資格の関係から評価機関を 1つに限定
しようとする法務省や検討会の構想を否定し，複数設置が認められた。対照的
に，予備試験をめぐる問題は，自民党と推進本部の意見が合致して制度が設計
された例として理解することができる。
試験という「点」ではなく法科大学院から司法修習に至るまでの「プロセ
ス」の中でプロフェ ッショナルとしての法律家を養成していくという「プロセ
スによる養成」からすれば，予備試験は「不純物」284)と見なされる。旧司法
試験が受験資格を問わない開放的なものであったことから，予備試験を設ける
こと自体を否定するのは難しかったが， 当初の構想では，それはあくまで「プ
283) 制度開始から十分な時間が経っていないため，この点の評価は難しいが，たとえ
ば， 宮澤節生は「第三者評価の結果が設置認可の見直しを引き起こすことになれば，
『設置認可を維持しつづけている法科大学院』とは 『第三者評価で適格とされた法
科大学院』にほかならず，制度の実質において大きな違いがない」 （宮澤 2002b:
149)としている。しかし， 「ある大学における若干の設置基準不充足の帰結として，
第三者評価により『不適格』の烙印が押されることを当然には意味するものではな
い」（早田 2004: 91) のも確かで，第三者評価を介して設置基準の適合状況を確認
するという制度上，各評価機関の評価基準は似通ったものになっており（田中正弘
2007), 外形的な設置基準ではなく定性的に教育水準を評価するという独立した意
義を持つものとして第三者評価を機能させるためには． 「認証評価機関の『法科大
学院評価基準』を媒介として，専門職大学院設置某準を中心とする各種設置甚準の
適合状況を，ことさら査定する観も一部に見られる現行の法科大学院認証評価シス
テムのあり方に再検討を加えることも早晩必要となるであろう」 （早出 2004: 94) 
という指摘もある。
284) 司法制度改革審議会第57回会議議事録参照。
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ロセスによる養成」に付随する「例外」にすぎなかった。改革審内には，そう
した「バイパス」を設けることにさえ否定的な意見もあった。しかし，実際に
制度化された予備試験は受験資格が制限されず，どのような人であっても予備
試験経由で司法試験に挑戦できることになった285)。
もっとも，改革審意見書が明確に受験資格の制限を要求していたわけではな
い。審議の中では，文部省検討会議の伊藤澳が述べたように，「合理的な限定
がないと……結局，一部の人に特急券を発行することになりまして，最初に
我々の基本的な問題意識としてありました，国民のために奉仕できる法曹を，
一定のプロセスを経て教育するという，制度そのものが崩れてしまう」286)と
いう意見が大勢であった。しかし，意見書では，予備試験を「経済的事情や既
に実社会で十分な経験を積んでいるなどの理由により法科大学院を経由しない
者」のための制度であるとはしているが，その趣旨をどのように実現するかを
具体的には指示していない287)。それゆえ，受験資格の制限論と無制限論どち
らの解釈も正解あるいは間違いとは言えず，推進本部段階ではそれらの間での
論争が行われた。
法曹養成検討会では，まず第3回と第4回の会議において，法務省および各
委員の意見表明が行われた。それらを総合すると，予備試験の受験資格の制限
に対する反対論には2つのものがある。第一に，法科大学院を経由しない「社
285) 国会答弁によると，予備試験は資格試験的運営がなされる予定である。衆議院法
務委員会で，民主党の平岡秀夫の「あらかじめ合格者数が何人いるとかということ
ではなくて，ある一定の能力があるということが証明されれば何人でも合格する，
そういう資格試験的なものですね」という質問に対し，山崎事務局長は「性格は今
御指摘いただいたとおりかと思います」と答えた。第155回国会衆議院法務委員会
会議録第4号 (2002年11月5日）参照。もちろん，旧司法試験の場合にも建前上は
資格試験であったにも関わらず実際には採用試験的に運営されていたため，実態と
してどのようになるのかは予備試験が実施されるまでわからない。しかし， 平岡が
言うような意味で予備試験が資格試験的に運営されると仮定すると，最終的な合格
者の中で予備試験経由者が大半を占めるということもありえないことではない。予
備試験の問題点を指摘するものとして，中西 (2008)参照。
286) 司法制度改革審議会第33回会議議事録参照。
287) 司法制度改革審誡会意見書参照。
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会的に納得できる理由」といったものを定めるのは法制上困難である，という
立法技術的な主張である。そして第二に，司法試験は広く国民に開かれたもの
でなければならず，最終的に生み出される法律家の質に問題がなければ予備試
験合格者でも構わない， という考え方であった。
前者の立場を主にとったのは法務省である。法務省は，「法科大学院を経由
しなかった理由は人によって様々であり，当該個々人にとっては，いずれも
『やむを得ない事由』により法科大学院を経由しなかったということになりか
ねず，また，実際問題としても，出願を受けた際，それらの事情について個別
的な認定を客観的に行うことはきわめて困難である」とし，「社会的に納得で
きる理由」を試験前になんらかの形で審査するのではなく「試験の中で問うの
が妥当」だとした288)。後者の見解は主に検討会委員から聞かれた。たとえば，
開放的な旧司法試験は多くの人の「人生を変える希望の光」となっており，そ
れを「法科大学院に進めなかった理由などの抽象的で予測不可能な要件に当て
はめて受験資格の有無を判定し，法曹への途を閉ざすのは，適切ではない」と
された289)。
しかし，こうした無制限論は，検討会の内外から強い批判を受けた。たとえ
ば，検討会内では，受験資格無制限の予備試験は「危機的な制度」290)であり，
「改革の根本理念に反して，相変わらず，司法試験というペーパーテストで法
曹の資質・能力の判定が可能であるという発想に立っており，法科大学院を崩
壊させる危険性を持っている」291)と懸念された。また，佐藤幸治元改革審会
長を部会長とする中教審の法科大学院部会でも，批判的な見解が示された。そ
こでは，無制限論は「意見書の趣旨を没却」しており，「審議会の意見書と完
全に矛盾するものであり，法科大学院を中核とした全体システムにとって自己
崩壊を招く種のようなもの」であるとされ，これには「絶望感を感じている」，
288) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第3回会議識事録参照。
289) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第4回会議配付資料 （意見7)参照。
290) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第4回会議配付資料 （意見3)参照。
291) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第4回会議配付資料 （意見6)参照。
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「大変がっかりした」とまで非難された292)。
こうした批判にも関わらず，法曹養成検討会では，田中成明座長が無制限論
を支持し，「試験のトータルシステム」によって新しい法曹養成の趣旨を確保
することは可能だと主張した。さらに田中は，受験資格の話ばかりをしていて
も意味がないとし，まず予備試験の「トータル」な枠組みの叩き台を事務局に
作成させることにした293)。それは第 5回会議で提示されたが，そこでは「予
備試験の受験資格を制限する方法ではなく，予備試験の内容，方法等を工夫し，
『法科大学院を中核とする新たな法曹養成制度の趣旨を損ねることのないよう
配慮しつつ』制度設計を行うものとする」294)とされていた。
それでも制限論者は，経済的理由や実務経験などを要件とする他の試験の例
を引き合いに出して，受験資格制限は可能だとし，無制限論に反論した。これ
に対し，田中は「受験資格はある意味で自分がそう思う人は全部受けたらい
い」と法務省の主張に賛成しつつ，そもそも新司法試験の受験資格の話として
出てくる予備試験にさらに受験資格を課すというのは「不毛な議論」であって，
試験の内容や方法によって工夫するという形にするべきだと論じた。依然とし
て残る検討会内の反対論に対しては，すでに「ある程度方向が出ている」と退
けた。これにより，実質的に予備試験の受験資格を制限しないことが決定され
た295)
そして，受験資格の無制限論は自民党議員によっても歓迎された。上述の第
三者評価制度の場合と比較すると，受験資格を制限しないという推進本部およ
び検討会の意向が実際に制度に反映されたのは，それが自民党によっても支持
されたからだと言える。自民党司法制度調査会では，規制への反感や文部科学
省への不満が表面化し，さらには法科大学院構想自体に対する疑問も現れ，
「法科大学院と予備試験を競争させるべき」といった意見までもが主張され
292) 中央教育審議会大学分科会法科大学院部会第10回会議議事要旨参照。
293) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第4回会議議事録参照。
294) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第5回会議配付資料参照。
295) 司法制度改革推進本部法曹養成検討会第 6回会議議事録参照。
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た296)
゜
自民党と連立を組む公明党は，こうした規制撤廃論的な主張には反対であっ
た。その考え方は，中教審の法科大学院部会や法曹養成検討会内の受験資格制
限論に近く，「予備試験）レートを広げると法科大学院が成り立たない」という
ものだった。しかし，自民党が無制限論を強く主張する中で，「予備試験は法
科大学院修了者と同等の能力を有することを確認できるものとする」ことが強
調され，また実施状況を見て再検討することが確認されて，受験資格無制限の
予備試験制度に関する与党合意が形成され297), 司法試験法改正によって制度
化された。
6) 制度化過程のダイナミクス
本節では，司法制度改革推進本部を中心とした改革審意見書の制度化過程の
特徴を明らかにするために，司法試験合格者数・合格率と法科大学院設置基準，
第三者評価制度，そして予備試験という 3つのケースに焦点を当てた。以下で
は，この制度化過程がどのような要因によって規定されたのかを改めて考察す
る。
296) 読売新聞2002年8月25日朝刊参照。 2002年6月20日に行われた司法制度調査会の
法曹養成小委員会では，太田誠一，塩崎恭久，杉浦正健，世耕弘成，林芳正，原田
義昭の各議員の連名で，「現行司法試験の維持が最善であるが，それを廃止して予
備試験を導入するのならば，予備試験合格者数を法科大学院からの新司法試験合格
者数よりも多くするべきだ」という趣旨の意見書が提出された（宮澤 2002)。また，
原田は朝日新聞のインタビュー (2002年10月24日朝刊）で，「新司法試験で法科大
学院修了組と予備試験受験組を競わせなければいけない。合格者の比率は最低限五
分五分にして，名実ともに二つの経路を確保することが必要だ。『法科大学院を作
るのだから，予備試験組は例外的存在として抑え込む』といった主張がまかり通ら
ないよう，注意深く見守りたい」と述べている。杉浦も， 2002年11月1日の衆議院
法務委員会で，「予備試験を設けて，ロースクールヘ行かなくても司法試験に挑戦
できる道を残すことは，私ども政治の世界で強く主張して実現したことであります。
……バイパスを設けることによって，できの悪いロースクールがたくさんできれば
……予備試験を通ってすっと本試験に行った方がよほどいいということになります
から，そのロースクールを洵汰する方法にもなります」としている。こういった主
張の背後には，鈴木良男や安念潤司ら「司法改革フォーラム」の働きかけがあった
とも言われている。朝日新聞2002年 8月2日朝刊参照。
297) 与党三党合意の詳細な内容については，宮澤 (2002b)参照。
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第一に，改革審解散後，法案作成と意見調整の場として推進本部が設置され
た。委員主導の面も見られた改革審とは対照的に，推進本部では法務省や最高
裁の出身者が多くを占める事務局が法案作成の主体となり，法務省との連携
の中でその作業を進めてきた298)。推進本部事務局は，検討会の議論を踏まえ
て法案を作成したが，その検討会での審議の基礎を作ったのも事務局であっ
た。
しかし，第二に，この段階では議論が推進本部内で完結しなくなった。改革
審意見書が提示したイシューは，特に法曹養成制度について，高等教育政策と
も深く関わるものであったため，中教審大学分科会の法科大学院部会や将来構
想部会でも同時並行的に審議が進められ，そこでの決定は全体としてのシステ
ムに影響を及ぼした。また，推進本部は法案作成の場所であるとともに，利害
調整の段階でもあった。中でも，政権与党である自民党から合意を得る必要が
あった。自民党の意図から逸脱したゆえに事務局の意向が通らなかった例が第
三者評価制度であり，合致したためにそれが制度に反映された例が予備試験で
あった。連立与党内でも自民党と公明党の考え方には距離があったため，そこ
での調整も必要となったが，少なくとも本稿が取り上げたケースにおいては，
自民党の果たした役割は大きかったと言える。
そして第三に，以上ではあまり触れていないが，「審議会の意見を不可分ー
体のものとして忠実に具体化・実現するということ」299)を任務として推進本
部に設置された顧問会議が，あまり大きな役割を発揮しなかったことが指摘さ
れる300)。顧問会議は，改革審会長を務めた佐藤幸治を座長とし，改革審のア
イディアが忠実に制度化されるのを担保するものとして期待された301)。しか
し，顧問会議は制度上，単なる「追認機関」ではないが，検討会は顧問会議の
298) 濱崎ほか (2009: 23)参照。
299) 佐藤・須網 (2002: 97)。
300) この点の評価は，当時の法務大臣官房司法法制部長であった寺田逸郎の証言とは
異なる。寺田は，顧問会議の果たした役割を高く評価し，「ほとんど実質的な最高
決定機関」（濱崎ほか2009: 24)だったと振り返っている。
301) 飯 (2002)参照。
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「下部機関」でもないという曖昧な位置に立っていた302)。結局のところ，顧
問会議が行ったのは，検討会座長からのヒアリングとそれに対する顧問の意見
表明という程度であった303)。
N. おわりに
司法制度改革はまだ終わっていない。本稿で指摘したものを含めて問題点が
露わになるにつれて，研究者や弁護士が声を上げはじめた。推進本部の法曹蓑
成検討会で座長を務めるなど，今次改革において重要な役割を演じた田中成明
が述べるように，「法科大学院や新しい法曹養成制度全体の具体的な制度設計
は，法科大学院構想の対立や反対論に配慮して，折衷的なものとなっており
……法科大学院制度の円滑な立ち上げと安定的な運営を支援し促進するのに必
ずしも最適なものとはなっていない」304)。改革後の制度が内包するこうした矛
盾や緊張が，また次の改革へと導いていくかもしれない。
本稿は，主に法曹のプロフェッショナリズムと政治家や経済界の規制緩和論
という 2つのアイディアから，今次司法制度改革をもたらしたメカニズムを，
特に司法試験を中心とした法曹選抜・養成制度に注目して分析してきた。従来，
司法試験や司法修習の制度は，法曹三者のプロフェッショナリズムに基づいて
維持され運営されてきた。法曹三者協議に政策の場が設定されたことは，当初
は最高裁や法務省と日弁連の間の対立により制度改善の試みを妨げ， 三者間対
302) 司法制度改革推進本部顧問会議第4回会議議事録参照。
303) これについて，笹森清顧問は「最後の詰めになってきて，ここでも ってかなり 意
見対立でデ ッ ドロ ッ クに乗り上げている••…•本当に方向性が検討会で対立 して決め
られないというようなときに，この顧問会議がある程度方向性を示すとか，顧問会
議の中で議論をするとか……そういうような取り扱いをしていくことがそろそろ必
要なのかな」と述べ，佐藤座長も「ここで意見が一本になるかどうかはわかりませ
んけれども，ここでやはり御議論いただく必要があるかというように思っていま
す」としたが，それに対し行政訴訟検討会の塩野宏座長は「意見が対立した事項に
ついては顧問会議が引き受けるから，ここで決めるから，おまえたち適当に議論を
しろと言われては，これは私は引き受けられません。それはお断りいたします」 と
強く反論している。司法制度改革推進本部顧問会議第13回会議誠事録参照。
304) 田中成明 (2007: 19)。
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話が定着した後も改革を漸進的なものにしてきた。
しかし，規制緩和論という新たなアイディアの普及は，法曹外部のアクター，
とりわけ経済界や政治家に，司法制度改革にコミットする誘因を与えた。彼ら
は，不当で非効率な司法規制を緩和させるために（規制撤廃論），また将来的
に訪れることが予想される事後監視・救済型社会に対応するために（ポスト規
制緩和論），司法制度改革を求めた。今次改革は，規制緩和論とプロフェッ
ショナリズムというこの 2つのアイディアの合流に端を発し，その相互作用に
よって理解される。
そして，これらのアイディアが合流したところに司法制度改革審議会という
新たな政策の場が設置され，従来から司法制度改革の必要性を訴えていた佐藤
幸治が会長に就任した。佐藤会長の下で作成された意見書は，規制緩和論とプ
ロフェッショナリズムの両方を包含する形で，今次改革を定義し，法曹人口の
大幅増員や法科大学院制度などの改革プログラムを提示した。この意見書は，
後に法案作成の場所として設けられた司法制度改革推進本部にも受け継がれ，
その審議に拘束力を有した。しかし，意見書は，制度設計の詳細というよりも
方針を示したにすぎず，細部の設計は推進本部を中心とした制度化段階の課題
として残された。そこでは，推進本部事務局や検討会，中央教育審議会，自民
党司法制度調査会がそれぞれ関係し合いながら 1つのシステムを構築していき，
結果として，「プロセスによる姜成」を中心とした新しい法曹選抜・養成制度
の中にいくつかの矛盾が生み出されることとなった。
最後に，本稿の分析の含意と課題を整理しておきたい。第一に，本稿の結論
は法曹選抜・養成制度を超えて，裁判員制度などの他の改革にも適用できるだ
ろうか。もちろん，それぞれの改革にはそれぞれの流れがあることを考慮する
と，無批判にそれを適用するべきではない。しかし，但木敬ーが指摘するよう
に，今次改革が司法試験制度改革の流れの中に端を発するものであるとすれ
ば305), それを長期にわたりトレースしてきた本稿の分析は，少なくとも改革
のマクロな過程を捉える上で有用であろう。また，本稿では，司法制度改革を
305) 但木 (2009b: 49-50)参照。
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めぐるアイディアとして，規制緩和論とプロフェッショナリズムを提示した。
その描写は不十分なものにとどまっているが，他の諸改革が進展してきた過程
を研究する上でも，それらは分析の出発点となるかもしれない。
第二に，本稿は比較政治学などで展開されている「アイディアの政治」枠組
みを採用し，今次改革を説明したが，この理論枠組みは主に方法論の部分で問
題を抱えている。研究者が「アイディア」という用語を使うとき，その指示対
象は様々だが，ある程度の「自明性」をそこに持たせている。そのとき，アク
ターが程度の差はあれ当たり前のものとして受け入れる前提を，研究者はどう
やって知ることができるのだろうか。それがどの程度アクターに影響し，また
それが影響を及ぼすメカニズムがどのようなものであるかを，どうやって知る
ことができるのだろうか306)。この点に関して，筆者は現時点で明確な答えを
持ち合わせていないが，今後検討していく必要がある。
また，本稿は利益アプローチでは今次改革が説明できないとして，アイディ
アアプローチに目を向けたが，利益アプローチがまった＜説明力を持たないわ
けではない。特に，那須弘平も認めるように，制度改革の停滞期はむしろアク
ターの利益からの方が説明しやすいかもしれない307)。実際，アイディアアプ
ローチのさしあたっての課題は，アイディアと利益の関係を模索することであ
ろう 。存在論の異なる 2つの立場を単純に 1つの枠組みに統合することは難し
いかもしれないが，それぞれの利点と欠点を認識しながら，その相補性を検討
していくことは，重要な理論的課題である308)0 
今次司法制度改革に対しては様々な評価がなされてきている。日弁連が法曹
の質の低下への懸念などから方針転換し，司法試験合格者数の増員スピードを
落とすよう求めはじめた一方で309), そのような主張に対し規制緩和論的な立
場から批判する者もいる310)。今後， 2010年以降の司法試験の運営方針が決定
306) Campbell (2008)参照。
307) 那須 (1992: 148)参照。
308) Blyth (2009: 218-219), della Porta and Keating (2008: 32-38)参照。
309) 日本弁護士連合会「法曹人口問題に関する緊急提言」参照。
310) たとえば，伊藤 (2008)参照。
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され，法科大学院制度が安定期に入り，また予備試験が実施されはじめれば，
こうした議論はさらに活発になることが予想される。改革後の制度が抱える矛
盾や緊張が，再改革を促すことになるかもしれない311)。この点の当否につい
ては稿を改めて検討したい。
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